
大分県　竹田市

令和５年度

当初予算説明資料

《予算の概要》
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１、予算編成の基本方針
　
　　　竹田市の将来像

　②安心して年齢を重ね生活できる　健康長寿のまち（健康福祉の分野）

　③子どもも大人も共に成長する　育みのまち（子育て・教育・文化の分野）

　④誰もが快適に生活できる　安全・安心のまち（生活基盤の分野）

　⑤自然とともに暮らしを愉しむ　エコのまち（環境の分野）

　⑥堅実財政で未来へ投資する　持続可能なまち（行財政の分野）

一般会計当初予算案の概要

　①働く人がいきいきと輝く　活力のまち（産業の分野）

　　　　農林畜産業・商業等の振興を図るとともに、移住定住を推進することで、元気で活力あるまちを目指
      します。また、多くの人が市外から訪れる賑わいのまちを目指します。

　　　　医療や福祉、介護などの連携をさらに進めるとともに、幅広い世代で健康づくりに取組み、いつまでも
　　　心も身体も健康で、最期まで自分らしくいのちを輝かせる健康長寿のまちを目指します。

　　　　子育てしやすい環境整備や乳幼児期、小・中学校における教育の充実を図ります。
　　　　 また、人生のあらゆる場面で大人が学習できる機会を創出していき、歴史・文化の薫る育みのまちを
　　　目指します。

　　　　各種インフラの整備と適正な維持管理を進めるとともに、防災・減災対策を充実することで、誰もが
　　　快適に暮らせる安全・安心なまちを目指します。

　　　　豊かな自然環境や美しい自然景観の保全と活用により、誰もが癒しを感じられる自然と調和したまちを
      目指します。

　　　　地域活動や地域における人づくりを支援するとともに、地域の特徴を活かしたまちづくりを推進し、人と
     地域がつながる支え合いのまちを目指します。

        この実現のため、以下の６つの「まちづくりの柱」に基づき、市民一人ひとりの暮らしに
     寄り添い、持続的に発展できる竹田市づくりを推進する予算編成を行った。
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２、予算の総額

３、基金及び地方債残高の状況
（単位：千円）

■予算総額　２０２億５，２６９万７千円　　（前年対比　＋８億１，６８１万５千円　＋4.2％）

基金の種類
令和3年度末

現在高
令和4年度末
現在高（見込）

令和5年度末
現在高（見込）

財政調整基金 3,370,726 3,079,455 2,188,033

減債基金 730,255 1,112,080 914,608

特定目的基金 3,255,010 3,066,576 2,877,968

計 7,355,991 7,258,111 5,980,609

令和3年度末
現在高

令和4年度末
現在高（見込）

令和5年度末
現在高（見込）

地方債 17,997,427 17,067,163 16,325,290
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４、主な事業（一般会計）

　※　　　　は新規事業、　　　　は拡充事業

①　働く人がいきいきと輝く　活力のまち（産業の分野）

（単位：千円）

事　　　業　　　名 予算額 内　　　　容 担当課

移住定住支援事業 4,313

　地域、企業、行政が一体となり、移住者とのミスマッ
チを防ぎ定住支援を促進するため、各種施策を実施
する。
①移住定住HPの再構築（利便性向上）
②求人ｻｲﾄ上に特設サイトを設置（雇用情報の発信）
③社会人インターンシップの実施
※地方創生推進交付金事業

総合政策課

農業普及指導員配置事業 3,295
　新規就農者・農業者の農業技術の向上や効率的・
安定的な農業経営のための支援等を目的に、農業
普及指導員を配置。

農政課

竹田市ぶどう産地活性化事
業

2,500

　ぶどうの産地活性化に向け、雨よけ設備や既存ハ
ウスを改造した低コスト設備や生産性向上に資する
設備、機械等の導入に対して補助を行うもの。
　限度額50万円、補助率1/2

農政課

短期集中県域支援品目生産
拡大推進事業

46,361

　ねぎ産出額100億円を目指し、栽培の開始及び規
模拡大に必要な機械設備の導入経費を補助。また、
機械設備以外にも苗購入、肥料代の補助も行う。令
和3年度から始まった事業。

農政課

畜産後継者支援対策事業 3,000

　畜産農家の後継者を対象に、国や県の補助要件に
該当しない施設整備等の費用に対する補助を実施
する。
　限度額100万円　補助率1/2

畜産振興課

観光客受入環境整備事業 38,400

　JR豊後竹田駅を含む市内一円において、インバウ
ンドを含めた観光誘客における受入環境の整備を実
施する。
①豊後竹田駅の観光拠点施設化
・竹田市観光ツーリズム協会事務所の整備
・物販、待合室エリアの整備等
②各種観光案内の多言語化
③公衆無料Wi-Fi環境整備
　　国1/2　市1/2　（③除く）

商工観光課

②　安心して年齢を重ね生活できる　健康長寿のまち（健康福祉の分野）

（単位：千円）

事　　　業　　　名 予算額 内　　　　容 担当課

竹田市権利擁護・成年後見
センター運営事業

5,000

　成年後見制度の利用支援や法人後見受託、市民
後見人の育成等を行う成年後見センターの運営を委
託するもの。相談件数や法人後見等の実績が増加し
ており、センター機能の充実のため委託料を拡充す
るもの。

社会福祉課

介護支援専門員研修費補助
事業

329

　市内介護サービス事業所に勤務する介護支援専
門員等が、更新研修等を受講する際の受講料を補
助する。
　補助率3/4

高齢者福祉課
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介護人材確保支援事業 1,000

　市内サービス事業所に新規就職した者や新規就職
した後に一定期間就労を継続した者に奨励金を給付
する。
①新規就職（就職から6か月継続勤務）：100千円
②継続勤務（就職から3年継続勤務）：100千円
③継続勤務（就職から5年継続勤務）：150千円

高齢者福祉課

③　子どもも大人も共に成長する　育みのまち（子育て・教育・文化の分野）

（単位：千円）

事　　　業　　　名 予算額 内　　　　容 担当課

認可保育施設保育料無償化
事業

　認可保育施設を利用する3歳未満の第1子にかかる
保育料を無償化するもの。
　必要となる新たな財源：11,002千円

※3歳未満の第1子以外の子にかかる保育料は他制
度で既に無償となっている。

社会福祉課

認可外保育施設保育料軽減
事業

　認可外保育施設を利用する3歳未満の第1子にか
かる保育料を大幅に軽減するもの。
　補助上限：月額35千円
　補助総額：2,940千円

※3歳未満の第1子以外の子にかかる保育料は他制
度で既に軽減措置あり。

社会福祉課

支援対象児童見守り強化事
業

4,580

　不登校や虐待等により支援を必要とする子どもの見
守りを目的とした居場所型事業や訪問支援事業を委
託するもの。R5から対象施設を２カ所拡充。
　国1/2

社会福祉課

妊産婦医療費助成事業 3,000
　妊娠期から産後1か月の医療費（保険適用分）の自
己負担部分について、1人30千円を上限に補助す
る。

社会福祉課

出産・子育て応援給付 12,000

　子育て世帯の経済的支援を目的として、妊娠時に
妊婦一人当たり50千円、出産時にさらに50千円を給
付するもの。経済的支援と伴走型相談支援を同時に
展開し、安心して子育てできる環境づくりを目指す。
　国2/3　県1/6

社会福祉課

保育士等キャリアアップ研修
事業

237

　市内保育施設に勤務する保育士を対象に、障がい
児保育や乳児保育等の研修を実施し、そのキャリア
アップを支援する。年3回の開催を予定。
　県1/2

社会福祉課

保育士確保対策事業 400

　市内保育施設に新規就職した者や新規就職した後
に一定期間就労を継続した者に奨励金を給付する。
①新規就職（就職から6か月継続勤務）：100千円
②継続勤務（就職から2年継続勤務）：100千円

社会福祉課

自學舎「たけたん自習室」開
設事業

280
　市内小・中学生を対象に、自主学習の機会や場所
を提供し、長時間の学習習慣を身につけるとともに、
学力の向上を図ることを目的とした事業。

学校教育課

副学籍制度導入事業 24

　障がいのある児童が小学校と特別支援学校に学籍
を置き、行事や学習などを共に取り組む、副学籍制
度を創設し、地域で共に学び、共に育つことを目的と
した事業。

学校教育課

2,940
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学習者用デジタル教科書導
入事業（小・中学校）

701

　教育用タブレットの活用及び登下校時の負担軽減
を目的に、全学年にデジタル教科書を導入するも
の。
1～3年生：国語及び算数
4年生　　 ：算数
5・6年生 ：算数及び英語
中学生   ：数学及び英語

学校教育課

外国語教育域学連携事業 288

　小学校の段階から英語でのコミュニケーション機会
を増やすとともに、高等教育機関と連携し、小学生の
英語の学びをサポートすることで、英語力の向上を図
ることを目的とした事業。
※地方創生推進交付金事業

学校教育課

竹田市立中学校制服購入補
助金

2,150

　中学校入学に伴う、家庭の経済的負担軽減を目的
に、制服等購入費として生徒1名につき18千円を上
限に助成(要保護準要保護家庭は除く)
※令和５年度は中学校在学生徒も対象

学校教育課

公民館・分館Wi-Fi設置事業 7,073
　公民館及び分館の機能向上、地域活動の活性化
を図ることを目的に、各分館のWi-Fi環境を整備する
事業。

生涯学習課

文化財保存活用地域計画事
業

6,017

　昨年12月に文化庁より認定を受けた「文化財保存
活用地域計画」に基づき、文化財調査及び教育・普
及啓発活動を行い、文化財の計画的な保存・活用を
目指す事業。

まちづくり文化
財課

④　誰もが快適に生活できる　安全・安心のまち（生活基盤の分野）

（単位：千円）

事　　　業　　　名 予算額 内　　　　容 担当課

防災情報伝達体制
整備事業

320,011

　IP告知放送システムを再整備し、災害時に迅速か
つ確実に情報伝達する体制を構築する。また、新た
にスマートフォン向け防災アプリを導入し、情報発信
機能を強化する。

総務課

公共交通サービス最適化事
業

52,584

　地域交通の維持・改善を目的に事業を実施。本年
度は竹田南部地域に加え、久住、荻地域についても
デマンド型交通事業（検証事業）を実施し、本格運行
に繋げる。

総合政策課

道路維持補修事業
（市道法面対策事業）

139,000
　落石の恐れがある市道沿いの法面を改修し、地域
住民の安心・安全を確保するための事業。

建設課

社会資本整備総合交付金事
業（道路改良・維持事業）

73,871

　社会資本整備総合交付金を活用し、市道の改良を
行い、日常生活の安全性、利便性の向上を図る事
業。
　国　57％

建設課

社会資本整備総合交付金事
業（防災・安全交付金事業）

43,849

　社会資本整備総合交付金を活用し、通学路となっ
ている市道の改良などを行い、児童・生徒の登下校
の安全確保、住民の利便性の向上を図る事業。
　国　62.7％

建設課
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消防団員報酬 48,746

　消防団員の役職ごとに定める年額報酬及び災害時
等の出動報酬を引き上げるもの。
　年額報酬：副分団長以下を最大13,5千円引き上げ
　災害出動報酬：日額最大8千円

消防本部

⑤　自然とともに暮らしを愉しむ　エコのまち（環境の分野）

（単位：千円）

事　　　業　　　名 予算額 内　　　　容 担当課

竹田市葬斎場整備事業 38,672
　竹田市葬斎場（浄光園）は建設から40年弱が経過
し、施設の大部分で老朽化が進んでいるため、次代
に適応した施設に再整備を行うもの。

環境課

新環境センター整備事業 3,248

　竹田市が広域利用（可燃物処理）している大分市
の一般廃棄物処理施設について、老朽化が進んで
いるため新たな施設として再整備するもの。再整備に
要する経費は、竹田市を含めた県内6市で負担す
る。

環境課

防火帯設置事業 2,000
　久住高原の牧草地野焼きによる延焼を防ぐため、
牧野組合に対し防火帯設置費用の補助を行うもの。

畜産振興課

玉来川かわまちづくり事業 10,000
　大分県の「玉来川かわまちづくり事業」により整備さ
れた玉来川河川敷において、交流施設の整備などを
行い、地域の賑わい創出を目指す事業。

建設課

⑥　堅実財政で未来へ投資する　持続可能なまち（行財政の分野）

（単位：千円）

事　　　業　　　名 予算額 内　　　　容 担当課

自治会集会所施設整備
補助金

2,000

　地域の自主避難所や寄り合いの場である集会所の
修繕等に対して助成を実施。
　自治会の世帯が10世帯以上で、費用が100千円以
上の場合に、500千円を限度に1/2の補助を実施。

総務課

地域コミュニティ推進事業 5,708

　これまで地域の様々な課題解決に向け、地域運営
組織の設置を検証してきた。
令和５年度は既存の事業に加え、新たに下記の事業
を実施。
①自治会運営の効率化を目的にデジタルツールを
使いこなせる人材育成を行う。
②インターネット等を活用し、移住者向けに地域活動
を丁寧に発信することで移住・定住支援を推進する。
※地方創生推進交付金事業

総合政策課

DX等推進事業 5,000
　デジタル人材を活用し、DX推進計画作成など庁内
のデジタル化及びDXの推進を行う。

情報推進課

証明等コンビニ交付サービス
実施事業

7,350

　コンビニエンスストアで住民票の写し、戸籍、印鑑・
税証明等の交付を実施。土・日曜日や祝日、夜間に
も証明交付が可能となる。
・利用可能時間　6時半～23時

市民課
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会計別当初予算の状況
単位：千円

増減額

増減率

816,815

4.2%

増減額

増減率

6,915

6.8%

6,410

12.5%

100,085

3.1%

28,811

6.8%

96,485

2.7%

1,470

0.6%

0

0.0%

7,857,992 7,617,816 240,176

28,110,689 27,053,698 1,056,991

会　計　区　分 令和５年度 令和４年度 主な増減内容

一　般　会　計 20,252,697 19,435,882 ・Ｐ８～１０のとおり

会　計　区　分 令和５年度 令和４年度 主な増減内容

竹田市立こども診療所特別会計 107,974 101,059 ・Ｐ１１のとおり

長湯温泉療養文化館特別会計 57,857 51,447 ・Ｐ１１のとおり

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,340,773 3,240,688 ・Ｐ１１のとおり

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 452,385 423,574 ・Ｐ１１のとおり

介 護 保 険 特 別 会 計 3,657,036 3,560,551 ・Ｐ１１のとおり

浄化槽整備推進事業特別会計 231,967 230,497 ・Ｐ１１のとおり

久 住 高 原 荘 特 別 会 計 10,000 10,000 ・Ｐ１１のとおり

特別会計　計

合　　　　　　計
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令和５年度 令和４年度 比較 主な増減内容 増減率

1款 市税 1,962,412 1,896,387 66,025 市民税△15,004、固定資産税+74,866 3.5%

地方譲与税 327,641 329,154 △ 1,513 -0.5%

　地方揮発油譲与税 66,637 70,488 △ 3,851

　自動車重量譲与税 198,978 199,987 △ 1,009

  森林環境譲与税 62,026 58,679 3,347

3款 利子割交付金 435 1,102 △ 667 -60.5%

4款 配当割交付金 4,320 4,340 △ 20 -0.5%

5款 株式等譲渡所得割交付金 4,881 6,766 △ 1,885 -27.9%

6款 法人事業税交付金 32,004 22,506 9,498

7款 地方消費税交付金 527,323 477,668 49,655 10.4%

8款 ゴルフ場利用税交付金 7,476 7,223 253 3.5%

9款 環境性能割交付金 17,751 24,515 △ 6,764 -27.6%

10款 地方特例交付金 7,993 20,352 △ 12,359
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特
別交付金△12,000

-60.7%

地方交付税 7,550,000 7,550,000 0 0.0%

　普通交付税 6,700,000 6,700,000 0

　特別交付税 850,000 850,000 0

12款 交通安全対策特別交付金 3,946 3,946 0 0.0%

13款 分担金及び負担金 274,605 291,229 △ 16,624

地域用水環境整備事業分担金△25,875、草地畜
産基盤整備事業分担金+13,890、農地・農業用施
設災害復旧事業分担金+7,693、保育所運営費負
担金△7,457

-5.7%

14款 使用料及び手数料 426,832 440,528 △ 13,696 住宅使用料△5,708、社会教育使用料△3,764 -3.1%

15款 国庫支出金 2,157,647 2,226,329 △ 68,682

公共土木施設災害復旧費負担金+53,560、社会資
本整備総合交付金（防災・安全）△19,888、社会資
本整備総合交付金（道路メンテナンス）△25,174、
都市公園事業費△25,500、生活保護費△16,005、
文化芸術振興事業△16,520

-3.1%

16款 県支出金 2,995,633 2,188,262 807,371

農地・農業用施設災害復旧事業（過年）+904,200、
活動火山防災営農施設整備事業△86,364、畜産・
酪農収益力強化整備等特別対策事業（施設整備
分）△25,000、参議院議員選挙委託金△15,634

36.9%

17款 財産収入 64,795 76,585 △ 11,790 中九州ニュータウン分譲地△18,420 -15.4%

18款 寄附金 610,943 760,887 △ 149,944 ふるさと応援隊寄附金△150,000 -19.7%

19款 繰入金 1,621,220 1,631,030 △ 9,810
退職手当基金△17,000、ふるさと竹田応援基金△
105,800、公共施設等総合管理基金+32,715、森林
環境譲与税基金+53,450

-0.6%

20款 繰越金 1 1 0 0.0%

21款 諸収入 176,858 211,372 △ 34,514
ケーブルネットワーク施設利用料△33,216、市町村
職員共済組合負担金分（派遣職員）△8,000、古紙
等売却収入+3,309

-16.3%

22款 市債 1,477,981 1,265,700 212,281

臨時財政対策債△67,219、緊急防災減災事業債
+313,000、過疎対策事業債△141,400、公共事業
等債+181,000、旧合併特例事業債△254,200、緊
急自然災害防止対策事業債+142,900

16.8%

20,252,697 19,435,882 816,815 4.2%

一般会計当初予算目的別歳入の状況
歳　　　入 単位：千円、％

款　　　別

2款

11款

合　　　計
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一般会計当初予算　歳出の状況
　目的別歳出 単位：千円

令和５年度 令和４年度 比較 構成比

1款 議 会 費 155,833 164,906 △ 9,073 0.8%

2款 総 務 費 2,922,760 3,566,699 △ 643,939 14.4%

3款 民 生 費 5,337,922 5,377,910 △ 39,988 26.4%

4款 衛 生 費 1,185,172 1,207,073 △ 21,901 5.9%

5款 労 働 費 16,642 12,801 3,841 0.1%

6款 農 林 水 産 業 費 2,556,620 2,782,953 △ 226,333 12.6%

7款 商 工 費 442,094 366,733 75,361 2.2%

8款 土 木 費 1,439,703 1,370,054 69,649 7.1%

9款 消 防 費 947,490 614,707 332,783 4.7%

10款 教 育 費 1,593,061 1,524,142 68,919 7.9%

11款 災 害 復 旧 費 1,357,705 288,986 1,068,719 6.7%

12款 公 債 費 2,277,695 2,138,918 138,777 11.2%

14款 予 備 費 20,000 20,000 0 0.1%

20,252,697 19,435,882 816,815 100.0%

　性質別歳出 単位：千円

令和５年度 令和４年度 比較 構成比

１． 人 件 費 3,177,030 3,517,868 △ 340,838 15.7%

う ち 退 職 手 当 0 286,000 △ 286,000 0.0%

２． 物 件 費 4,017,570 4,045,623 △ 28,053 19.8%

３． 維 持 補 修 費 189,025 172,531 16,494 0.9%

４． 扶 助 費 2,653,513 2,735,864 △ 82,351 13.1%

５． 補 助 費 等 1,995,941 1,879,472 116,469 9.9%

６． 公 債 費 2,277,695 2,138,918 138,777 11.2%

う ち 元 金 償 還 額 2,219,854 2,077,422 142,432 11.0%

７． 積 立 金 321,655 371,055 △ 49,400 1.6%

財 政 調 整 基 金 積 立 金 11,536 8,919 2,617 0.1%

減 債 基 金 積 立 金 2,528 1,125 1,403 0.0%

そ の 他 307,591 361,011 △ 53,420 1.5%

８． 投 資 及 び 出 資 金 0 0 0 0.0%

９． 貸 付 金 0 0 0 0.0%

１０． 繰 出 金 1,749,708 1,879,057 △ 129,349 8.6%

う ち 公 営 企 業 会 計 分 112,874 289,094 △ 176,220 0.6%

１１． 前 年 度 繰 上 げ 充 用 金 0 0 0 0.0%

１２． 普 通 建 設 事 業 費 2,492,855 2,386,954 105,901 12.3%

補 助 事 業 費 562,822 1,025,912 △ 463,090 2.8%

単 独 事 業 費 1,930,033 1,361,042 568,991 9.5%

１３． 災 害 復 旧 事 業 費 1,357,705 288,540 1,069,165 6.7%

補 助 事 業 費 1,302,205 264,266 1,037,939 6.4%

単 独 事 業 費 55,500 24,274 31,226 0.3%

１４． 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0 0.0%

１５． 予 備 費 20,000 20,000 0 0.1%

20,252,697 19,435,882 816,815 100.0%

款 別

合 計

区 分

合 計
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1款 　議　会　費 155,833 164,906 △ 9,073 議員報酬△5,689 -5.5%

2款 　総　務　費 2,922,760 3,566,699 △ 643,939

まちづくり支援事業△108,547、庁舎維持管理費+13,435、ふるさと
竹田応援基金積立金△60,082、企業誘致推進費△42,829、ケー
ブルネットワーク機器等更新委託料△98,032、デジタル地番図作
成事業△38,772、戸籍システム開発導入委託料+22,160、コンビニ
交付サーバー使用料+4,898、参議院選挙費△21,284、退職手当
△286,000

-18.1%

3款 　民　生　費 5,337,922 5,377,910 △ 39,988
生活保護費△30,628、後期高齢者医療(療養給付費)負担金
+17,056、保育料無償化支援事業(認可外分)+2,940、私立保育園
等施設型給付費△12,398、保育士等臨時特例事業△7,807

-0.7%

4款 　衛　生　費 1,185,172 1,207,073 △ 21,901
特定感染症対策事業（コロナウイルスワクチン接種）△15,916、浄
化槽整備推進事業特別会計繰出金△10,006、竹田市葬斎場整備
事業+18,852、新環境センター整備事業負担金△35,759

-1.8%

5款 　労　働　費 16,642 12,801 3,841 業務支援3,795 30.0%

6款 　農林水産業費 2,556,620 2,782,953 △ 226,333

新規就農者育成総合対策+38,250、活動火山防災営農施設整備
事業△102,358、県営土地改良事業（地域用水環境整備事業）△
60,375、県営土地改良事業（中山間地域総合整備事業）△
39,200、竹田ぶどう産地活性化事業2,500

-8.1%

7款 　商　工　費 442,094 366,733 75,361 観光客受入環境整備事業+38,400、薪ボイラー設置事業+44,608 20.5%

8款 　土　木　費 1,439,703 1,370,054 69,649

社会資本整備総合交付金事業（道路改良・維持事業）+37,500、社
会資本整備総合交付金事業（防災・安全交付金事業）△32,000、
都市公園長寿命化計画策定業務委託+13,000、街並み環境整備
事業△32,841、道路維持補修事業+140,781、県事業負担金（急傾
斜地崩壊対策事業）△22,200

5.1%

9款 　消　防　費 947,490 614,707 332,783
防災情報伝達体制整備事業+320,011、消防団詰所建設事業△
20,650、消防団員報酬+16,737

54.1%

10款 　教　育　費 1,593,061 1,524,142 68,919
スクールバス運行委託+53,983、小学校改修工事+26,422、総合運
動公園多目的広場照明LED化事業△61,000、岡城跡保存整備事
業(補助)+34,420

4.5%

11款 　災害復旧費 1,357,705 288,986 1,068,719
農地・農業用施設災害復旧事業（過年）+960,900、道路橋りょう・河
川災害復旧事業費（過年）+105,300、史跡岡城跡災害復旧事業
+13,405

369.8%

12款 　公　債　費 2,277,695 2,138,918 138,777 長期債元金償還金+142,432 6.5%

14款 　予　備　費 20,000 20,000 0 0.0%

20,252,697 19,435,882 816,815 　 4.2%

一般会計当初予算目的別歳出の状況

歳　　　出 単位：千円、％

款　　　別 令和５年度 令和４年度 比較 主な増減内容 増減率

合　　　計
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特別会計当初予算　歳入・歳出の状況 単位：千円  

比較

増減率

6,915 歳入 診療収入+4,292、一般会計繰入金+2,319

6.8% 歳出
人件費（会計年度任用職員含）+1,438、業務委託料+2,110、賃
借料+1,069

6,410 歳入 事業収入+6,411

12.5% 歳出 燃料費+1,234、光熱水費+1,670、原材料費+1,080

100,085 歳入
国民健康保険税△45,764、保険給付費等交付金+87,742、基金繰入金
+53,000

3.1% 歳出 療養諸費+27,417、高額療養費+59,386

28,811 歳入 後期高齢者医療保険料+22,202、一般会計繰入金+6,609

6.8% 歳出 後期高齢者医療広域連合納付金+25,331

96,485 歳入
介護保険料△2,281、国庫支出金+23,190、支払基金交付金+22,862、
県支出金+12,826、繰入金+39,699

2.7% 歳出 保険給付費+83,066、地域支援事業費+32,188、他会計繰出金△27,493

1,470 歳入
浄化槽使用料+5,760、循環型社会形成推進交付金△2,730、一
般会計繰入金△11,006、地方債+8,800

0.6% 歳出 一般管理費△1,512、公債費+2,883

0 歳入

0.0% 歳出

合　　　計 7,857,992 7,617,816 240,176

会　計　名 令和５年度 令和４年度 主な増減内容

竹田市立こども診
療所特別会計

107,974 101,059

長湯温泉療養文化
館特別会計

57,857 51,447

後期高齢者医療特
別会計

452,385 423,574

国民健康保険特別
会計

3,340,773 3,240,688

介護保険特別会計 3,657,036 3,560,551

浄化槽整備推進事
業特別会計

231,967 230,497

久住高原荘特別会
計

10,000 10,000
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